が描写する化学産業の範囲はそれに⽐べると広い。また同じく、影響を受けると思われる半導体 産業は、同データベースの中では電⼦産業に含まれるもの、やはり、そのごく⼀部を構成するに 過ぎない。この問題に対処するために、GTAP データベースで区分された財・部⾨分割を、関税 率表で記載されるような詳細な品⽬別にまで、さらに分割することもモデル化の⽅向性として 考えられる 4 。しかし、現段階では政策変更の影響と⼤きさからして不確実な点が多いので、こ こでは簡便に GTAP の部⾨分割でもっとも詳細なものをそのまま⽤いるにとどめる。その代わ り、あらかじめこれらの間の部⾨分割の対応関係について確認しておくことにしよう。 表 2.1 は GTAP で定義された化学と電⼦産業のなかに、 それぞれ韓国の産業連関表(input-output tables, IO tables)(中分類、⽣産者価格)(Bank of Korea (2019))で定義された部⾨として何がどの程度 含まれるかを⽰している。政策変更の対象になる 3 品⽬については、表 2.1 中の basic chemical products, synthetic resins and synthetic rubbers, other chemical products に該当すると思われるが、そ れであっても、これらの⽣産量のすべてではない。また、半導体産業については、GTAP データ ベースの電⼦製品(computer, electronic and optical products)分野の 29%程度である。 4 GTAP データベースで区分されたよりもより詳しい財・部⾨分割を施すためのツールである SplitCom を 利⽤して⾏うことができる。詳しくは、Center of Policy Studies, Victoria University のウェブサイト参照: httpsAbstract
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